
京都市長　　

※様式に記載されている「（備考）」及び
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日本標準産業分類の中分類を
記載してください。

計画開始の月から起算して、
３年（３６ヶ月）、４年（４８ヶ月）、５年（６０ヶ月）の
いずれかの期間を設定して記載してください。

　　　



基準年度（直近の事業年度末）で労働生産性が年平均３％以上向上することが必要となります。
（伸び率：計画期間 ３年→９％以上、４年→１２％以上、５年→１５％以上）

認定取得後に導入する設備が対象となります。導入とは、設備が納入されたときを指します。
（※申請月は含みますが、導入前に認定を取得することが必要となりますのでご注意ください。）

減価償却資産の種類を記載してください。

合計金額を一致させてください。



課税標準が１／３に軽減される特例措置を受ける場合は記載してください。
併せて、「従業員へ賃上げを表明したことを証する書面」をご提出ください。
※賃上げ方針を計画内に位置付けることができるのは新規申請時のみです。
　変更申請時に賃上げ方針を計画内に追加することはできません。


